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 今日、人口減少・少子高齢化が急速に進行するとともに、要支援・要介護者数も年々

増加し、そのなかには住み慣れた地域で支援・介護を望まれる高齢者も多いです。 

そのため、訪問介護事業は、コロナ禍においても在宅生活を支える中心的なサービス

として重要な役割を担ってきました。しかし、介護報酬の改定や人材・人員不足により、

経営環境は益々厳しさを増しています。 

このようななか、訪問介護員は在宅ケアの最前線で最後の砦として、障害児・者から

高齢者までを幅広く支援しており、「地域共生社会の実現」という観点においても、日々

利用者の生活に密着し、自立支援・重度化防止に向けたサービス提供を行う専門職とし

て、地域の多様な関係者や関係機関と連携・協働をすすめ、地域づくりに資することも

めざして活動しています。 

 山口県訪問介護事業所連絡協議会は、利用者に良質なサービスを提供し、また提供主

体である訪問介護事業所の安定的な経営を図ることと、「地域共生社会の実現」を視野に

入れ、次の事項について強く要望します。 

 

１ 訪問介護の事業継続を可能とする介護報酬改定を 

（１）深刻な人材不足が続く中で、現行の訪問介護の報酬単価では正規常勤職

員の雇用が困難な状況なため、非常勤職員に依存した雇用状態です。正規

常勤職員になりたくても採用枠がない等雇用状態の改善ができることを望

みます。  

また、中山間地域や過疎地域、離島等においては、移動時間や人材確保等

の面からも事業継続が困難な状況にあります。 

地域包括ケアシステムの更なる深化・推進に向けて、在宅ケアの最前線と

最後の砦を担う訪問介護が継続できるよう基本報酬の抜本的な引き上げを

要望します。 

（新規） 

 

（２）集合住宅減算においては、これまでもさまざまな適正化が図られたとこ

ろでありますが、利用者の住み慣れた自宅を訪問することを主としている

訪問介護事業所にとっては、まだまだ公平性に欠ける部分も多く残ってい

ます。その地域に根差している訪問介護事業所の継続的な経営が可能とな

るように、さらに適正化されることを要望します。 

（新規） 

 

（３）特定事業所加算（Ⅰ～Ⅴ）において、多くの事業所が特定事業所加算を

算定していますが、本来算定できる加算よりも下位の加算を取得している

事業所もあります。加算により区分支給限度基準額を超えてしまうことへ

の懸念がその大きな理由の一つです。また、通所介護等のその他のサービ

スにおける、質の高いサービスを提供する事業者を評価する「サービス提

供体制強化加算」は、区分支給限度基準額に含まれていないことから、特



定事業所加算においても区分支給限度基準額の対象外として頂くことを要

望します。 

   また、利用者の自立支援・重度化防止に向けて、サービス提供責任者の

役割もますます高まっています。サービス提供責任者の業務も複雑化、高

度化していることからもサービス提供責任者の業務実態を踏まえた適切な

特定事業所加算の評価を要望します。 

（一部新規） 

 

（４）複数の在宅サービス（訪問や通所系サービス等）を組み合わせて提供す

る複合型サービスの類型等を設けることが検討されています。有料老人ホ

ーム等に併設されている事業者が優位になるのではなく、利用者の住み慣

れた自宅（地域）で生活の継続に向けて、専門性を持って自立支援・重度

化防止に取り組んでいる訪問介護事業所と連携が図れる仕組みを要望しま

す。 

（新規） 

 

２ 人材確保の取り組みに対する支援と訪問介護の魅力発信について 

 訪問介護員の有効求人倍率は、15.53倍（令和４年度）であり、人材確保は非常に

深刻な状況で、担い手の高齢化も進んでいます。１事業所での人材確保の取り組みに

は限界があるため、国や県による全国的な取り組みの更なる展開と「地域医療介護総

合確保基金」の更なる拡充を要望します。 

 また、人材不足の原因のひとつに、訪問介護をはじめとする介護の仕事のネガティ

ブなイメージが定着していることが挙げられます。訪問介護をはじめとする介護の仕

事のイメージアップや魅力発信に向けた取り組みを要望します。  

 なお、こうした訪問介護の仕事のネガティブなイメージは、訪問介護との接点の少

なさがそのイメージを助長しているものと考えられるため、例えば、介護職員初任者

研修等の実習において、訪問介護サービス同行訪問を盛り込む等、訪問介護の仕事の

やりがいや魅力を正しく伝える機会を設けることが重要であると考えます。 

（新規） 

 

３ 原油価格・物価高騰等に対する訪問介護事業所への支援について 

新型コロナウイルス感染症は５類に移行したとはいえ、感染対策は継続し

て行い、在宅ケアの最前線を担う訪問介護員は、自身の感染や利用者間の感

染を媒介してしまうことへの不安を抱えつつも、感染対策を徹底し、利用者

の重度化防止、自立支援に向けてサービスを継続しています。 

 そのような中、燃料費や衛生用品、人件費、通信費等の感染症対策の経費

が発生しており、訪問介護員自身の肉体的・精神的負担も増加しています。 

つきましては、原油価格・物価高騰等が長期的に続くようであれば、次期介

護報酬改定において適切に反映されるよう要望します。 

（新規） 

 

４ 住み慣れた地域・在宅での充実した生活のための支援体制を 

（１）住み慣れた地域・在宅での充実した生活の支援を行うため、生活援助を主として

必要としている利用者への訪問介護における生活援助サービスの継続が可能となる

ような環境づくりを今後も図られることを要望します。     

（継続） 



 

（２）訪問介護員が利用者の在宅生活を支えるために行っている生活援助は、単なる家

事代行・支援業務ではありません。軽度者（要介護１、２）の段階で訪問介護の専

門性を活かした支援を行うことで、利用者の自立支援・重度化防止に繋がります。

また、総合事業における住民主体のサービス等の多様なサービスが十分に整備され

ていない現状があります。 

    自立支援・重度化防止の取り組みの推進の観点から軽度者（要介護１、２）の生活

援助等の総合事業への移行には、慎重な協議をして頂くことを要望します。 

                             （新規） 

 

５ 介護福祉士の国家試験における試験会場について 

  介護福祉士国家試験について、山口県内に試験会場がないため、近隣の県へ往来す

ることになります。県内の介護人材を確保するための対策としても、山口県内で受験

できるよう山口県からも厚生労働省に引き続き働きかけて頂くことを要望します。 

（継続） 

 


